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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第79期
第２四半期
連結累計期間

第80期
第２四半期
連結累計期間

第79期

会計期間
自  平成24年１月１日

至  平成24年６月30日

自  平成25年１月１日

至  平成25年６月30日

自  平成24年１月１日

至  平成24年12月31日

営業収益 （千円） 10,562,595 12,172,296 23,255,343

経常利益 （千円） 335,647 1,132,449 1,515,142

四半期（当期）純利益 （千円） 145,888 629,152 740,564

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 193,872 757,363 839,396

純資産額 （千円） 11,847,532 12,921,713 12,328,702

総資産額 （千円） 49,766,948 51,002,107 50,623,747

１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 3.55 15.31 18.02

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 23.8 25.3 24.4

営業活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） 71,873 △4,998,672 3,643,713

投資活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） △1,438,327 △483,868 △306,007

財務活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） △1,027,599 2,092,228 △2,013,694

現金及び現金同等物の四半期
末（期末）残高

（千円） 1,962,908 2,290,659 5,680,972

　

回次
第79期
第２四半期
連結会計期間

第80期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成24年４月１日

至  平成24年６月30日

自  平成25年４月１日

至  平成25年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 1.97 4.03

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業

の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結

子会社）が判断したものであります。

　

(1)　業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新政権の経済政策の効果もあり、企業収益や雇用情

勢が改善するなど、着実な持ち直しが見られております。

当不動産流通業界におきましては、新築マンション販売は高水準の契約率が継続するとともに、中古マ

ンションの成約件数も前年同期を上回る等、順調に推移いたしました。

このような状況において当社グループは、仲介事業において手数料収入が増加したこと及び販売受託

事業において都心大型物件の引渡しが増加したこと等により、当第２四半期連結累計期間における営業

収益は121億７千２百万円（前年同期比15.2％増）、営業利益は12億１千５百万円（前年同期比132.6％

増）、経常利益は11億３千２百万円（前年同期比237.4％増）、四半期純利益は６億２千９百万円（前年

同期比331.3％増）となりました。

各セグメントの業績は次のとおりであります。

　

(仲介事業)

法人仲介、個人仲介ともに手数料収入が増加いたしました。

この結果、営業収益は13億２千４百万円（前年同期比14.5％増）、営業利益は３億２千２百万円

（前年同期は営業損失５千７百万円）となりました。
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(アセットソリューション事業)

販売用不動産の売却が増加したことにより、営業収益は28億６百万円（前年同期比2.9％増）と

なったものの、販売用不動産からの賃料収入が減少したこと等により、営業利益は３億３千８百万円

（前年同期比36.8％減）となりました。

　

(販売受託事業)

都心大型物件の引渡しの増加により、手数料収入が増加いたしました。

この結果、営業収益は19億４千２百万円（前年同期比159.3％増）、営業利益は３億５千万円（前年

同期は営業損失２億８千７百万円）となりました。

なお、当第２四半期連結累計期間において、「Brillia WELLITH 月島」（東京都中央区）、「ワテラ

ス タワーレジデンス」（東京都千代田区）、「ザ・ミレニアムフォート府中御殿坂」（東京都府中

市）等の引渡しを行いました。

　

(賃貸事業)

管理戸数が増加したこと等により、営業収益は60億９千８百万円（前年同期比2.9％増）となった

ものの、高級物件の賃貸管理解約や手数料減額対応等で、営業利益は８億２千１百万円（前年同期比

2.7％減）となりました。

　

(2)　財政状態の分析

(資産)

当第２四半期連結会計期間末における総資産は510億２百万円（前連結会計年度末比0.7％増）と

なりました。これは主として、現金及び預金が33億９千万円減少した一方、販売用不動産が34億６千４

百万円増加したことによるものであります。

　

(負債)

当第２四半期連結会計期間末における負債は380億８千万円（前連結会計年度末比0.6％減）とな

りました。これは主として、社債が13億４千９百万円増加した一方、受託預り金が21億６千５百万円減

少したことによるものであります。

　

(純資産)

当第２四半期連結会計期間末における純資産は129億２千１百万円（前連結会計年度末比4.8％

増）となりました。これは主として、剰余金の配当により１億６千４百万円減少した一方、四半期純利

益を６億２千９百万円計上したことによるものであります。

　

(自己資本比率)

当第２四半期連結会計期間末における自己資本比率は25.3％（前連結会計年度末比0.9ポイント

増）となりました。
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(3)  キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年

度末に比べて33億９千万円減少し、22億９千万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において営業活動により使用した資金は、49億９千８百万円（前年同期は

７千１百万円の収入）となりました。これは主として、税金等調整前四半期純利益11億４千万円を計上し

た一方、たな卸資産が36億１千３百万円増加し、資金を使用したことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において投資活動により使用した資金は、４億８千３百万円（前年同期比

９億５千４百万円の減少、66.4％減）となりました。これは主として、有形及び無形固定資産を２億７千

５百万円取得したこと及びＣＭＳによる短期貸付金が２億１千８百万円増加したことによるものであり

ます。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において財務活動により得られた資金は、20億９千２百万円（前年同期は

10億２千７百万円の支出）となりました。これは主として、社債が13億７千４百万円（純額）増加したこ

と及び借入金が８億８千２百万円（純額）増加したことによるものであります。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①  【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

②  【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成25年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,088,508 41,088,508
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は
100株であります。

計 41,088,508 41,088,508－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年４月１日～

平成25年６月30日
－ 41,088,508 － 3,108,506 － 2,553,050
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(6) 【大株主の状況】

平成25年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東京建物株式会社 東京都中央区八重洲一丁目９番９号 31,139 75.8

東京建物不動産販売従業員持株会 東京都新宿区西新宿一丁目25番１号 924 2.2

株式会社鈴高ホールディングス 東京都港区芝一丁目９番２号 500 1.2

落合　輝久 栃木県鹿沼市 300 0.7

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 192 0.5

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 168 0.4

日本証券金融株式会社
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10
号

163 0.4

ＭＳＣＯ　ＣＵＳＴＯＭＥＲ　ＳＥＣ
ＵＲＩＴＩＥＳ
(常任代理人　モルガン・スタンレー
ＭＵＦＧ証券株式会社）

１５８５　ＢＲＯＡＤＷＡＹ　ＮＥＷ　ＹＯ
ＲＫ，ＮＥＷ　ＹＯＲＫ　１００３６，　
Ｕ．Ｓ．Ａ．
（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号）

138 0.3

山口　喬 東京都北区 136 0.3

トヨカワ　ヤスシ 北海道札幌市中央区 125 0.3

計 ― 33,788 82.2

(注) 上記株主名の表記は、総株主通知に基づいて記載しております。

　

(7) 【議決権の状況】

①  【発行済株式】

平成25年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 100

完全議決権株式（その他） 普通株式 41,081,900 410,819 －

単元未満株式 普通株式 6,508 － －

発行済株式総数 　 41,088,508 － －

総株主の議決権 － 410,819 －

　

②  【自己株式等】

平成25年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

東京建物不動産販売㈱
東京都新宿区西新宿一丁目
25番１号

100 － 100 0.0

計 － 100 － 100 0.0
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役 

専務執行役員
経営管理本部長

取締役 

専務執行役員
経営管理本部長 輿水　秀一郎 平成25年３月29日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成25年４月１

日から平成25年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年１月１日から平成25年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,680,972 2,290,659

営業未収入金 791,193 613,071

販売用不動産 17,884,028 21,348,495

未成業務支出金 1,384,841 1,535,605

株主に対する短期貸付金 613,807 832,454

その他 1,694,073 1,688,495

貸倒引当金 △30,215 △18,511

流動資産合計 28,018,701 28,290,269

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 8,036,780 7,938,020

土地 7,569,600 7,569,600

その他（純額） 88,528 102,791

有形固定資産合計 15,694,909 15,610,412

無形固定資産 420,413 430,279

投資その他の資産

投資有価証券 4,017,641 4,220,007

敷金及び保証金 1,803,166 1,864,938

その他 668,913 586,199

投資その他の資産合計 6,489,721 6,671,145

固定資産合計 22,605,045 22,711,837

資産合計 50,623,747 51,002,107
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

営業未払金 495,383 552,213

短期借入金 5,499,500 9,264,000

未払法人税等 689,011 416,768

賞与引当金 87,036 88,484

役員賞与引当金 62,200 1,100

前受金 1,472,546 1,266,326

受託預り金 4,238,810 2,072,894

預り金 1,745,175 2,075,758

その他 1,155,274 949,044

流動負債合計 15,444,938 16,686,590

固定負債

社債 800,000 2,149,999

長期借入金 15,533,500 12,651,500

退職給付引当金 1,588,078 1,632,077

役員退職慰労引当金 121,195 2,700

長期預り敷金保証金 4,807,332 4,899,725

その他 － 57,800

固定負債合計 22,850,106 21,393,803

負債合計 38,295,044 38,080,394

純資産の部

株主資本

資本金 3,108,506 3,108,506

資本剰余金 6,415,055 6,415,055

利益剰余金 2,718,848 3,183,647

自己株式 △60 △60

株主資本合計 12,242,350 12,707,150

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 86,351 214,563

その他の包括利益累計額合計 86,351 214,563

純資産合計 12,328,702 12,921,713

負債純資産合計 50,623,747 51,002,107
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年６月30日)

営業収益 10,562,595 12,172,296

営業原価 9,251,557 10,064,288

営業総利益 1,311,038 2,108,008

販売費及び一般管理費 ※１
 788,616

※１
 892,650

営業利益 522,421 1,215,358

営業外収益

受取利息 3,512 11,523

受取配当金 15,971 69,645

その他 14,776 5,558

営業外収益合計 34,260 86,727

営業外費用

支払利息 168,374 144,751

その他 52,659 24,884

営業外費用合計 221,034 169,636

経常利益 335,647 1,132,449

特別利益

投資有価証券売却益 39,825 7,934

特別利益合計 39,825 7,934

特別損失

固定資産除却損 0 －

特別損失合計 0 －

税金等調整前四半期純利益 375,473 1,140,383

法人税、住民税及び事業税 565,085 496,184

法人税等調整額 △335,500 15,046

法人税等合計 229,585 511,231

少数株主損益調整前四半期純利益 145,888 629,152

四半期純利益 145,888 629,152
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 145,888 629,152

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 47,983 128,211

その他の包括利益合計 47,983 128,211

四半期包括利益 193,872 757,363

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 193,872 757,363

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 375,473 1,140,383

減価償却費 217,550 246,237

引当金の増減額（△は減少） 9,691 △145,853

受取利息及び受取配当金 △19,483 △81,168

支払利息及び社債利息 168,374 144,751

投資有価証券売却損益（△は益） △39,825 △7,934

売上債権の増減額（△は増加） 6,894 178,121

たな卸資産の増減額（△は増加） △505,092 △3,613,993

仕入債務の増減額（△は減少） 56,558 56,829

前受金の増減額（△は減少） 583,467 △206,219

受託預り金の増減額（△は減少） △917,194 △2,165,915

預り金の増減額（△は減少） 377,841 330,582

敷金及び保証金の増減額（△は増加） 1,685 △61,771

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 105,530 92,393

未払又は未収消費税等の増減額 300,900 △140,773

その他 △434,165 47,408

小計 288,206 △4,186,920

利息及び配当金の受取額 19,485 81,147

利息の支払額 △203,120 △148,304

法人税等の支払額 △225,724 △768,964

法人税等の還付額 193,027 24,369

営業活動によるキャッシュ・フロー 71,873 △4,998,672

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △181,091 △275,362

投資有価証券の取得による支出 △20,180 －

投資有価証券の売却及び償還による収入 215,161 9,519

ＣＭＳによる短期貸付金の純増減額（△は増
加）

△1,453,765 △218,646

その他 1,546 619

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,438,327 △483,868

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 1,000,000

長期借入れによる収入 8,000,000 2,000,000

長期借入金の返済による支出 △9,748,500 △2,117,500

社債の発行による収入 1,086,048 1,484,112

社債の償還による支出 △200,000 △110,000

配当金の支払額 △165,147 △164,384

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,027,599 2,092,228

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,394,053 △3,390,313

現金及び現金同等物の期首残高 4,356,961 5,680,972

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,962,908

※1
 2,290,659
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【会計方針の変更等】

　

当第２四半期連結累計期間

(自  平成25年１月１日  至  平成25年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）　

当社グループは、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、平成25年１月１日以降に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、この変更による当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影

響は軽微であります。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１　偶発債務

(1) 保証債務

抵当権設定登記完了までの販売受託物件購入者の住宅ローン及び仲介物件購入者の住宅ローンに対する保証
　

　
前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

　 6,243,640千円 1,431,148千円
　

(2) 保証予約

出資先の不動産に対する売買予約
　

　
前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

　 3,025,500千円 3,025,500千円

　

２　当座貸越契約及び貸出コミットメント

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。

また、当社グループは東京建物株式会社が導入しているＣＭＳ（貸出コミットメント）に参加しております。

これらに基づく当第２四半期連結会計期間末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入金未実行

残高等は以下のとおりであります。
　

　
前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 31,500,000千円 31,500,000千円

借入実行残高 －千円 1,000,000千円

差引額 31,500,000千円 30,500,000千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年１月１日
  至  平成24年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年１月１日
  至  平成25年６月30日)

給料手当及び賞与 163,818千円 177,945千円

退職給付費用 17,330千円 23,739千円

賞与引当金繰入額 6,334千円 7,096千円

役員退職慰労引当金繰入額 15,218千円 7,305千円

役員賞与引当金繰入額 31,100千円 1,100千円

貸倒引当金繰入額 4,866千円 6,960千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年１月１日
  至  平成24年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年１月１日
  至  平成25年６月30日)

現金及び預金 1,962,908千円 2,290,659千円

現金及び現金同等物 1,962,908千円 2,290,659千円

　

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自  平成24年１月１日  至  平成24年６月30日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年３月28日
定時株主総会

普通株式 164,353 ４ 平成23年12月31日 平成24年３月29日  利益剰余金

　

２. 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年８月６日
取締役会

普通株式 164,353 ４ 平成24年６月30日 平成24年９月４日  利益剰余金

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自  平成25年１月１日  至  平成25年６月30日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年3月27日
定時株主総会

普通株式 164,353 ４ 平成24年12月31日 平成25年３月28日  利益剰余金

　

２. 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年８月７日
取締役会

普通株式 164,353 ４ 平成25年６月30日 平成25年９月３日  利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成24年１月１日　至　平成24年６月30日）

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

　

　
仲介事業
(千円)

アセットソ
リューショ
ン事業
(千円)

販売受託
事業
(千円)

賃貸事業
(千円)

計
(千円)

調整額
(千円)
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(千円)
(注)２

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への営業
収益

1,157,1242,727,505748,9925,928,97310,562,595－ 10,562,595

  セグメント間の内
部営業収益又は振
替高

128,403 － 3,378 24,092155,874△155,874 －

計 1,285,5272,727,505752,3715,953,06510,718,470△155,87410,562,595

セグメント利益
又は損失（△）

△57,565536,307△287,278844,7001,036,162△513,741522,421

(注) １　セグメント利益又は損失（△）の調整額△513,741千円は、各報告セグメントに配分しない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年６月30日）

報告セグメントごとの営業収益及び利益の金額に関する情報

　

　
仲介事業
(千円)

アセットソ
リューショ
ン事業
(千円)

販売受託
事業
(千円)

賃貸事業
(千円)

計
(千円)

調整額
(千円)
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(千円)
(注)２

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への営業
収益

1,324,9382,806,2371,942,2406,098,88012,172,296－ 12,172,296

  セグメント間の内
部営業収益又は振
替高

240,482 － 5,797 43,366289,646△289,646 －

計 1,565,4212,806,2371,948,0376,142,24612,461,942△289,64612,172,296

セグメント利益 322,537338,893350,859821,6031,833,894△618,5351,215,358

(注) １　セグメント利益の調整額△618,535千円は、各報告セグメントに配分しない全社費用であります。全社費用は、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

　　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年１月１日
  至  平成24年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年１月１日
  至  平成25年６月30日)

 １株当たり四半期純利益金額
　

３円55銭 15円31銭

(算定上の基礎)
　

　 　

四半期純利益金額 (千円) 145,888 629,152

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額 (千円) 145,888 629,152

普通株式の期中平均株式数 (株) 41,088,387 41,088,387

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　
２ 【その他】

第80期（平成25年１月１日から平成25年12月31日まで）中間配当については、平成25年８月７日開催の取締役会にお

いて、平成25年６月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　 164,353千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　４円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成25年９月３日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年８月13日

東京建物不動産販売株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　
 
 
公認会計士    多田　　修    印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　
 
 
公認会計士    吉田　英志    印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　
 
 
公認会計士    善方　正義    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京
建物不動産販売株式会社の平成25年１月１日から平成25年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会
計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年１月１日か
ら平成25年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計
算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを
行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京建物不動産販売株式会社及び連結子会社
の平成25年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及び
キャッシュフローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな
かった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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